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抵
当
権
設
定
契
約
証
書
と
は
、

根
抵
当
権
を
設
定
す
る
際
の
契

約
書
で
、
対
象
物
件
や
極
度
額
、
債
務

者
等
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
取
り
受

け
た
と
き
に
確
認
す
る
こ
と
は
、
①
当

事
者
お
よ
び
債
務
者
の
署
名
捺
印
、
②

担
保
不
動
産
が
複
数
あ
る
場
合
は
共
同

根
抵
当
権
か
累
積
式
根
抵
当
権
か
、
③

記
入
事
項

│
の
３
点
で
す
。

　

①
に
つ
い
て
、
契
約
の
当
事
者
と
は

根
抵
当
権
者
（
根
抵
当
を
取
得
す
る
金

融
機
関
）
と
根
抵
当
権
設
定
者
（
目
的

物
件
の
所
有
者
）
で
す
。
債
務
者
は
根

抵
当
権
設
定
契
約
の
当
事
者
で
は
な

く
、
法
律
上
も
登
記
手
続
き
上
も
連
署

の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
実

務
上
は
利
害
関
係
者
と
し
て
根
抵
当
権

設
定
契
約
証
書
の
内
容
を
知
ら
せ
て
お

く
ほ
う
が
望
ま
し
い
た
め
、
契
約
書
に

連
署
し
て
も
ら
う
の
が
一
般
的
で
す
。

契
約
書
の
書
式
に
注
意
が
必
要

　

根
抵
当
権
に
は
、
②
の
よ
う
に
共
同

根
抵
当
権
と
累
積
式
根
抵
当
権
が
あ
り

ま
す
。
共
同
根
抵
当
権
と
は
、
同
一
の

債
権
を
担
保
す
る
た
め
に
、
複
数
の
不

動
産
に
設
定
さ
れ
る
根
抵
当
権
で
す
。

根共
同
根
抵
当
権
を
設
定
す
る
に
は
、
根

抵
当
権
設
定
と
同
時
に
共
同
担
保
の
定

め
を
登
記
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
共

同
根
抵
当
権
の
設
定
契
約
書
に
「
共
同

担
保
と
し
て
」
と
い
う
文
言
が
あ
る

か
、
し
っ
か
り
と
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

　

一
方
の
累
積
式
根
抵
当
権
と
は
、
複

数
の
不
動
産
に
設
定
さ
れ
た
根
抵
当
権

が
独
立
し
て
お
り
、
各
不
動
産
に
つ
い

て
そ
れ
ぞ
れ
極
度
額
ま
で
優
先
弁
済
を

受
け
ら
れ
る
権
利
で
あ
り
、
極
度
額
が

累
積
さ
れ
る
イ
メ
ー
ジ
の
も
の
で
す
。

契
約
書
の
書
式
が
異
な
る
た
め
、
間
違

え
な
い
よ
う
に
注
意
が
必
要
で
す
。

　

③
記
入
事
項
に
つ
い
て
は
、
根
抵
当

権
設
定
者
に
極
度
額
や
債
務
者
、
確
定

期
日
、
物
件
の
表
示
を
確
認
し
て
も
ら

い
ま
す
。
極
度
額
は
必
ず
定
め
る
事
項

で
す
。
債
務
者
の
定
め
を
欠
く
設
定
契

約
は
無
効
と
な
る
た
め
、
必
ず
債
務
者

の
住
所
・
氏
名
を
確
認
し
て
も
ら
う
こ

と
が
大
切
で
す
。
確
定
期
日
を
定
め
る

か
は
当
事
者
の
任
意
で
す
が
、
金
融
機

関
の
実
務
で
は
定
め
な
い
の
が
一
般
的

で
す
。
物
件
の
表
示
は
、
担
保
物
件
を

明
確
に
特
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

内
容
を
確
認
し
て
も
ら
い
ま
し
ょ
う
。

　ここでは、根抵当権の設定時に取り受ける主な
書類のチェックポイントを解説します。

特 集 ここがポイント！根抵当権の設定手続き

飛騨信用組合
専務理事　黒木 正人

サンプルで学ぶ

根抵当権設定時に必要な
書類の内容と確認ポイント

①根抵当権設定契約証書

根抵当権設定契約証書

（取扱店　中野支店　）

平成　　年　　月　　日

住 所
根抵当権設定者
兼 債 務 者

住 所
根抵当権設定者
兼連帯保証人

● 2 2

株式会社　近代銀行
東京都中野区中央1丁目1番1号

東京都新宿区北新宿1-1-1

殿

株式会社　田中商事
代表取締役　田中一郎

印

第１条（根抵当権の設定）

　　根抵当権設定者は、この約定を承認のうえ、その所有する後記物件の上に、

　次の要項により根抵当権を設定しました。

第２条（登記義務）

　　根抵当権設定者は、前条による根抵当権設定の登記手続を遅延なく行い、その登記事項証明書

を貴行に提出します。今後、この根抵当権について各種の変更の合意がなされたときも同等とし

ます。

第３条（被担保債権の範囲の変更等）

　　この契約による根抵当権について、貴行より被担保債権の範囲の変更、極度額の増額、根抵当

権の譲渡、一部譲渡、確定期日の変更等申出のあった場合には、直ちにこれに同意します。

１．極度額 金

２．被担保債
　　権の範囲

⑴　銀行取引による債権
⑵　貴行が第三者から取得する手形上・小切手上・電子記録上の債権

３．債務者
住所
氏名

４．確定期日 特に定めない

東京都新宿区北新宿1－1－1
株式会社 田中商事　代表取締役 田中一郎

三千万円也

東京都新宿区北新宿1－1－1

物 件 の 表 示

宅地　289.22㎡　　　順位１番　　　株式会社 田中商事

印鑑証明書と同じ印が押
されているか確認

根抵当権設定者
に極度額を確認
してもらう

根抵当権設定者に債務者
の住所と氏名が一致して
いるか確認してもらう

根抵当権設定者に物
件の表示が正しいか
確認してもらう

当事者および債務者の署
名捺印はあるか確認


